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 はじめに  

 県では、平成２１年３月に、今後１０年間の県政運営の指針となる「岐阜県長期構想」

（平成２１～３０年度）を策定しており、人口減尐時代における「希望と誇りの持てるふ

るさと岐阜県づくり」を基本目標として定め、その実現のために県が取り組む政策の目的

と方向性を提示し、様々な政策を展開してきている。 

 長期構想は、「岐阜県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例」第４条の規定に

基づき、その実施状況の概要を、毎年度、議会に報告することとされており、３年度目で

ある平成２３年度分の各政策分野の実施状況を報告する。 

 

 平成２３年度の概況  

（１）人口減少・少子高齢化 

 本県の人口は、平成２３年の岐阜県人口動態統計調査において、２０７万３千人、前年

に比べ約７千人の減尐となり、人口減尐のトレンドに変化はない。 
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             ※データは国勢調査結果を使用。平成 23 年のみ岐阜県人口動態統計調査結果を使用している。 

【出典：国勢調査 岐阜県人口動態統計調査】 
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１年間の出生数は１万７千人と前年を若干上回ったものの、依然低下傾向にある。死亡

数は２万１千人と前年を上回り長期的な上昇傾向にあり、尐子高齢化の大きなトレンドに

も変化はない。死亡数が出生数を上回る自然減尐は６年連続しており、減尐数は拡大し続

けている。 
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【出典：岐阜県人口動態統計調査】 

年齢構造を見ると０～１４歳人口と１５～６４歳（現役世代）人口は引き続き減尐して

いる一方、６５歳以上人口は増加し、６５歳以上人口の総人口に占める割合も上昇してお

り、社会を支える現役世代の減尐、高齢化の進行が顕著なものとなっている。 
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※データは国勢調査結果を使用。平成23年のみ岐阜県人口動態統計調査結果を使用している。 

【出典：国勢調査 岐阜県人口動態統計調査】 
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さらに、本県からの転出者数は転入者数を約４千人上回り、７年連続で転出超過となっ

ており、特に若年層の就職時の県外への転出が目立っている。 

外国人を除く人口動態においては、自然減（前年比－３,７４７人）が社会減（前年比

－２，７０４人）を上回っている。今後もこうした傾向が続くと思われ、自然減の拡大に

よる本格的な人口減尐傾向が改めて確認された。 
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【出典：岐阜県人口動態統計調査】 

 

 

このため、人口減尐、尐子高齢化に対応するための各種施策を重点的に実施した。 

子どもを生み育てやすい環境をつくるために、子育てタクシーの導入や祖父母による孫

育てへの支援など、新規性のある様々な子育て支援策を実施した。 

また、現役世代の減尐に対応するために、仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バラン

ス）の充実強化や「ぎふ女性経営者懇談会」の開催、高齢者の地域活動への参加促進など、

女性や高齢者が社会の担い手として活躍できる環境づくりを進めた。 

高齢者の増加に対しては、５圏域での認知症疾患医療センターの設置や地域での見守り

体制の充実など、高齢者の医療福祉サービスの充実を図った。 

人口の県外流出防止に向けては、県内において就業することの出来る環境を整備し、企

業と県内就職希望者のマッチング支援など若者の県内雇用に向けた対策を推進するとと

もに、戦略的な企業誘致を進め、県内の雇用の場の創出を図った。 
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（２）経済情勢 

 平成２３年度における本県の経済は、東日本大震災の発生による関連企業の被災や物流

の混乱、消費者心理の冷え込みから、製造業、建設業、観光業等幅広い業種に影響が及ぶ

厳しい状況からのスタートとなった。その後、自動車関連を中心に製造業が牽引する形で

景気は持ち直しに転じたが、欧州政府債務危機の顕在化の影響による夏以降の急激な円高

の進行やタイの洪水被害などの下ぶれ要因が多数存在しており、依然厳しい状況が続いて

いる。 
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 こうした状況下において、活力ある地域づくりを進めるため、ビジネスモデルの改革と

して、急速に市場が広がりニーズの増加がみられるインターネットショップやスマートフ

ォン、海外ビジネス分野における専門人材の育成や、女性の活用など、新たな切り口での

雇用の創出に取り組んだ。 

 また、人口減尐下においても地域に活力を生み出すためには、地域外にモノや農林畜産

物を売る製造業や農林畜産業の振興、あるいは地域に人を呼び込みお金を落としてもらう

観光産業の振興が重要であり、中小企業の生産性向上やブランド力向上の支援等を進めた。 

具体的には、「変わる中小企業」をテーマに掲げて中小企業の改革を促すイベントの連

続開催や、県地場産品のブランド化、研究開発・技術面での支援など、県内モノづくり産

業への支援を行い、さらに新たな取組みとして、県内の食品ビジネスに携わる中小企業の

振興を図るため、加工食品等の掘り起こしと販路開拓支援を行う「フードビジネス振興事

業」を推進した。 

このほか、農林漁業者の所得向上を目的として、農林漁業者が生産だけでなく生産物の

加工・販売までを一体的、主体的に行う「６次産業化」を促進した。 

 また、岐阜県の魅力を広く掘り起こし、ＰＲすることで、観光の強化やふるさとへの愛

着・誇りにつなげるため、自然や健康、癒しなどをテーマとした、新たな旅のスタイル「ぎ

鉱工業指数（生産 季節調整済） 

平成 17 年=100 とした指数 

（年月） 

（指数） 

[

【出典：岐阜県鉱工業指数（平成１７年基準）】 
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ふウェルネス・ツーリズム」の本格的な展開を図るとともに、「岐阜の宝もの」「明日の

宝もの」のブラッシュアップや新たな認定など、岐阜県の様々な地域資源を見つけ出し、

磨き上げ、その魅力を発信した。 

 

 

 

（３）県民生活 

世帯の数は増加する一方、１世帯当たり人員は２．８人と、年々縮小しており、小家族

化が進行している。こうした世帯構造やライフスタイルの変化に伴い、人と人、人と地域

のつながりが弱まり、地域社会の力が衰えていくことが懸念されている。 

 

 

680,317
713,452

740,906

567,946

737,151

3.57

3.10
2.95

2.82 2.80

0

100000

200000

300000

400000

500000

600000

700000

800000

昭和60 平成2 7 12 17 22 23

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

世帯数

世帯規模

 
※データは国勢調査結果を使用。平成23年のみ岐阜県人口動態統計調査結果を使用している。 

【出典：国勢調査 岐阜県人口動態統計調査】 
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また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災後、ただちに「岐阜県災害支援対

策本部」を設置し、被災地支援活動を実施するとともに、学識経験者や被災地で活動され

た方々からなる「震災対策検証委員会」を設置し、県の防災体制や防災計画の見直しを行

った。 

さらに、安心して暮らせるふるさとづくりを目指して、児童虐待に関する２４時間ダイ

ヤルの開設など、地域医療や福祉サービスの拡充を推進した。特に、医療・福祉・教育が

一体となった障がい児の療育や、社会的自立に向けた支援体制を強化するため、希望が丘

学園及び岐阜希望が丘特別支援学校の再整備に着手した。 
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平成２３年度 各政策分野の実施状況について 

Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり 

 

 東日本大震災を踏まえて  

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災での被災地･被災者に対し迅速かつ継続

的な支援を行うとともに、県内の各種防災体制を見直した。 

 高齢者の増加に対応するために  

高齢者の増加や高齢単独世帯、高齢夫婦のみ世帯の増加に対応するため、地域における

見守り体制の充実強化や介護サービス体制の強化を図った。また、５圏域での認知症疾患

医療センターの設置など、地域医療体制の充実を図った。 

 地域の担い手の減少に対応するために  

地域の担い手が減尐する中、地域全体で安全な暮らしを確保するため、地域防犯ボラン

ティアの養成等を実施した。 

 

 

【東日本大震災を踏まえた防災体制の強化】 

○全国に先駆け、５月１８日に県内の各界・各層の有識者による「震災対策検証委員会」

を設置し東日本大震災の検証を実施。１１０項目の提言を盛り込んだ報告書を受領し、

迅速な検証・整理を行った。 

○委員会提言に基づき、防災対策の基本である「岐阜県地域防災計画」を１１月に見直す

とともに、アクションプランである「岐阜県地震防災行動計画」を改定した。また、被

災地への支援活動の経験を活かして、避難所運営ガイドラインを作成し、避難所の総点

検を実施した。 

○大規模地震発生時、ヒト、モノ、情報、ライフラインなど利用できる資源に制約がある

状況下においても、応急対策業務や継続性の高い業務を適切に執行することを目的とし

た「岐阜県業務継続計画<地震災害編>（ＢＣＰ）」を策定した。 

○平成２３年７月に実施した県政世論調査では「地震や台風などの災害や緊急時の備えが

できている人の割合」は、６０．２％（前年比＋１０．３ポイント）と大きく増加して

おり、東日本大震災を契機に県民の防災対策への関心が高まっていることがわかった。

今後も「自助実践２００万人運動」などにより防災意識の向上や地域防災力の強化につ

なげていく。 

 

【原子力防災対策の強化】 

○福井、石川、静岡県内に原子力事業所を有する５事業者との間で、異常時の迅速な通報

体制を整備するとともに、平常時においても運転状況や安全対策に関する情報交換体制

を確立した。また、東京電力福島第一原子力発電所事故と同様の前提条件で、最寄りの

原子力発電所を対象に、県内への放射性物質拡散想定調査に着手した。 
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○放射性物質検査機器を整備し、県内の大気や水、米や野菜等のモニタリング体制を強化

したほか、大気中の放射線量を測定するモニタリングポストを県内１０箇所（５圏域ご

とに各２箇所）の総合庁舎等に、身体の表面の汚染を調べるＧＭサーベイメータは県内

の全７保健所に設置した。 

 

【高齢者の介護・医療・見守り体制づくり】 

○認知症疾患に関する早期診断・早期治療と、地域の医療・福祉連携の促進を目的として、

県内で初めて認知症治療の拠点となる「認知症疾患医療センター」を５圏域の７病院に

設置し体制を整備した。 

○介護が必要となった高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、在宅の要介

護高齢者のニーズにきめ細かく対応できる訪問介護サービスが求められており、サー

ビスの提供に必要な体制やコスト、高齢者のニーズ等を調査し、ノウハウを蓄積・共

有するためのモデル事業を県内全圏域１７法人２３事業所において実施した。 

○人材不足が深刻な介護分野において、介護の技術や知識を持った人材を積極的に養成す

るため、緊急雇用事業を利用した介護雇用プログラムにおいて県内の介護事業者等で失

業者を雇用し、養成機関に通いながら介護業務に従事させ、介護福祉士３２人、ホーム

ヘルパー２級２８５人を養成した。 

○地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実を図るため、県補助制度による

新規団体の設立支援に取り組んだが、活用市町村数は１０市町（前年比＋３市）に留

まっており、今後も未活用市町村への積極的な働きかけを行う必要がある。 

 

【地域における医療体制の強化】 

○医師免許取得後一定期間、県内の医療機関に勤務することを条件とした岐阜県医学生修

学資金貸付を３５人の医学生に行い（平成２０年度の事業開始後のべ１６１人）、医師

不足地域の解消につながる医師の育成を図った。 

○ナースバンクによる無料就業相談・就業斡旋などの看護職員３８４人の再就業支援、

医療機関に対する未就業潜在看護師等の再就業促進に係る研修等の経費助成等を行っ

たが、依然として看護職員は不足している状態であり、さらに事業を推進する必要が

ある。 

 

【障がい者支援体制の拡充】 

○増加傾向がみられる障がい者の社会参加の促進に寄与することを目的として、一般の公

立体育館等でも障がい者がスポーツ等に取り組めるよう、スロープ、多目的トイレの設

置、ドアの改修等、必要な設備の整備を促進した。 

○医療・福祉・教育が一体となった障がい児の療育拠点である希望が丘学園、岐阜希望が

丘特別支援学校の両施設について、老朽化・狭隘化、利用者の増加や障がいの重度化な

どに対応するため、再整備に着手した。また、岐阜希望が丘特別支援学校に高等部を新

設することを決め、職業教育など社会的自立に向けた支援を行うこととした。 

○「子どもかがやきプラン」に基づく特別支援学校の整備として、これまで空白地域であ

った可茂地域に、可茂特別支援学校を４月に開校した。 
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【生活安全対策の推進】 

○児童虐待の通報や相談を、２４時間３６５日電話で受け付ける新たな専用ダイヤルを各

子ども相談センターに開設し、受付体制を強化したほか、ＤＶ被害の未然防止や若年層

におけるデートＤＶ被害の防止のため、県内小中高校の教員向けのセミナーを実施した。 

○交通事故多発箇所の現地調査を行い、事故原因の分析及び対応策を検討する「交通事

故防止対策委員会」を開催し、事故防止措置を決定し、関係機関への要請を行った。

加えて、各種交通安全教育を実施したこともあり、交通事故死傷者数は死者１０２人

（前年比－３１人）、負傷者１４，２２０人（前年比－１，５３７人）と減尐している。 

○地域の防犯ボランティア団体を「安全・安心まちづくりボランティア」、防犯活動に取

り組む企業を「安全・安心まちづくりフレンドリー企業」として登録し、活動に役立

つ物品等の支給、地域防犯に関する情報提供を行った。また、地域の防犯ボランティ

ア団体の活動の継続化の点で次期リーダー育成が急務であることから、「安全・安心ま

ちづくりリーダー養成講座」を開催した。 

○自主防犯活動への参加意欲のある現役世代の先駆団体として「岐阜ＪＣパトロール隊」

が結成されたことから、青色回転灯装備車両による防犯パトロールや各種イベント等

を利用した防犯啓発活動への支援を行った。刑法犯認知件数は２５，２３０件（前年

比＋２１３件）と微増しており、更なる犯罪抑止に向けた取組みを継続して推進する

必要がある。 

 

【社会資本の安全性の向上】 

○高齢化する社会基盤施設が急激に増加する中、道路の維持管理に必要な高度な技術力を

有する人材「社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）」を岐阜大学等との協働により

１１９人（前年比＋４３人）養成し、道路の点検情報の収集を行う人材「社会基盤メン

テナンスサポーター（ＭＳ）」を５９８人（前年比＋１７５人）に委嘱した。これらの人

材を活用し、きめ細やかな維持管理に努めている。 

○東日本大震災を踏まえ、「岐阜県耐震改修促進計画」の改定を行った。また、耐震診断、

耐震補強工事補助の予算を拡大したこともあり、無料耐震診断の受診件数は２，２６６

件（前年比＋７２６件）と着実に伸びている。 

○学校校舎の耐震化を促進し、県立学校の全校舎の耐震化を完了した。また、小中学校の

耐震化率については、８７．３％（前年比＋３．３ポイント）と着実に伸びているが、

早期耐震化を更に促していく必要がある。 
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Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり 

 

 人口減少下で地域外からお金を稼ぐために  

 人口減尐下でも外からお金を稼ぎ、地域に活力を生み出すために、製造業、農林畜産業

等の海外展開や販売拡大などに対する支援を行った。 

 少ない労働力で高い付加価値を生み出すために  

 労働力人口が減尐する中で、尐ない労働力で高い付加価値を生み出すために、中小企業

等の生産性向上や新技術開発の支援を行うとともに、農業の６次産業化支援などを進めた。 

 人口減少下で地域に人を呼び込みお金を落としてもらうために  

 人口減尐下でも地域外から人を呼び込み、地域内消費を拡大するために、地域の魅力を

磨き、発信し、宿泊滞在型の新たな観光・交流を積極的に進めた。 

 

 

【県内産業の振興】 

○海外市場への期待が高まる中、海外ビジネス人材を求める企業と就職希望者をマッチン

グし、雇用への移行を促進した。企業、就職希望者ともにニーズは高く、平成２４年４

月の正規雇用を前提に、県内企業２７社が応募し、就職希望者についても、説明会には

１２９人が参加し、７８人が応募した。 

○ＩＴの活用による県内企業の販路拡大や事業効率化に向け、セミナーや事業説明会、ネ

ットショップの開業やＩＴを活用した生産管理、在庫管理など、企業からの様々な相談

への助言やアドバイザー派遣について年間計１７４社に３３３回支援を行った。 

○平成２３年工場立地動向調査結果によると、前年と比較した増加件数が１９件で全国１

位、増加面積が２９haで全国２位となった。また、絶対数でも立地件数が３６件で全国

４位、立地面積が４４haで全国５位となり、立地件数、立地面積とも確認できる昭和４

９年以降、過去最高の順位を記録した。 

○航空機・次世代自動車向けの軽量強化部材や高度医療機器、環境調和型製品などを主な

対象分野に、共同研究や人材育成などに取り組むための産学官共同研究拠点「ぎふ技術

革新センター」を５月３０日に開所した。また、「地域イノベーション戦略支援プログ

ラム」により、素材開発や機能性材料開発、成形加工技術に関する研究者を７人確保し、

共同研究プロジェクトの企画推進等を行うコーディネーターを４人配置した。 

 

【農業の振興】 

○海外（香港･シンガポール）や首都圏における取扱店舗拡大の取り組みを進めているが、

長引く景気低迷や、放射性セシウムに汚染された稲わら給与問題等の影響により、飛騨

牛認定頭数は１１，３９４頭（前年比＋１３３頭、前々年比－４３頭）と、ほぼ横ばい

に留まった。 

○県内の優れた食文化を商品化し、全国に発信する「フードアルチザン（食の匠）・プロ

ジェクト」を、都道府県で初めてイオン（株）と協働展開し、「ぎふ伝統食文化グラン

プリ」を１０月に開催。高山市の宿儺（すくな）かぼちゃがグランプリとなった。この
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ような販路拡大の取組みにより、農産物業務需要獲得のための商談会等の参加企業等数

は６３６件（前年比＋４５件）と増加した。 

○自営農業を始める新規就農者数は６０人（前年比±０人）と横ばいであった一方で、初

期投資が必要ない農業法人への就業を選択する傾向が高まり、農業従事の形態が多様化

した。また、企業の農業参入については「農外企業参入相談窓口」の設置や、地域と連

携した参入希望企業への支援体制強化を進めた結果、新たに１１社が参入した。 

 

【林業の振興】 

○国内初の山間地型合板工場である「森の合板工場」が４月から本格稼働し、これに伴う

県産材需要の増加に対応して、合板用原木を安定的に供給するため、間伐の強化を促進

した。特に、東日本大震災で東北地方の合板工場が被災し、全国の合板生産量の４分の

１が失われたが、４月からのフル生産により重要な供給源として震災復興に貢献した。 

○持続的な森林の管理・経営に必要な「森林経営計画」の作成・実行監理を担う「施業プ

ランナー」を養成するため、林業事業体等職員１８人（前年比＋２人）を対象に研修を

開催した。この結果、これまでの研修修了者は６３人となった。併せて、過去の研修修

了者のスキルアップにも取り組んだ。 

○低コスト林業に不可欠な高性能林業機械オペレーターを養成するため、２林業事業体を

対象に実践型の研修を開催し、養成研修の累計修了者数は１４８人（前年比＋１０人）

となった。 

 

【地域の魅力向上、観光交流の拡大】 

○東日本大震災により落ち込んだ観光需要を喚起するため、国内に向けては「岐阜を旅し

て日本を元気に！キャンペーン」と銘打ち、全国キャラバン１５４回（前年比＋１０１

回）をはじめとする東日本チャリティー型観光キャンペーンを展開。また海外に向けて

は、風評被害の払拭に向け、アジアを中心に海外の主要なメディアや訪日旅行会社など

の招へい事業を積極展開するとともに、シンガポールやマレーシアで開催された最大の

国際旅行見本市に出展。シンガポールではさらに、本県の観光・食・モノを一体でＰＲ

するイベント「Ｆｅｅｌ Ｇｉｆｕ，Ｊａｐａｎ」を開催した。こうした取組みにより

観光客数（推計）は３，５８９万人、観光消費額（推計）は２，３７２億円となった。 

○これまでに選ばれた「じまんの原石」「明日の宝もの」の中から「天生県立自然公園と

三湿原回廊」を新たな「岐阜の宝もの」に、「岩村城跡と岩村城下町」と中山道の「太

田宿・伏見宿・御嶽宿・鵜沼宿」の２件を「明日の宝もの」に認定した。 

○５月に第１回「高橋尚子杯ぎふ清流マラソン」を岐阜市内で開催した。海外・国内の有

名選手や全国から迎えたランナーとボランティア、１０万人の観衆が大会を盛り上げた。 

 

【まちづくり支援、移住･定住の促進】 

○地域主体のまちづくりを支援するため、市町村の依頼に基づき「まちづくり支援チーム」、

「ふるさと応援チーム」を平成２３年度までに計１０地域（前年比＋３地域）に派遣し、

オーダーメイド型のきめ細やかな支援を進めている。 
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○「ぎふふるさと暮らし応援キャンペーン」を展開する中で、本県への移住相談件数が最

も多い愛知県内（名古屋市）に、移住関連情報の提供や相談を行う常設窓口「ぎふふる

さと暮らし応援センター」を７月に開設するとともに、同センターを拠点に活動する「ぎ

ふふるさと暮らし応援隊」を結成し、積極的なＰＲ活動を実施した。 

 

【広域的な交通インフラの整備】 

○リニア中央新幹線を活かした地域づくりを進めるために設置した「リニア中央新幹線地

域づくり研究会」において、５月に「リニア基本戦略」をとりまとめた。９月には「リ

ニア中央新幹線活用戦略研究会」を設置し、経済活性化、観光誘客等のリニアを活用し

た具体的な施策の検討に着手した。 

○国土交通省が整備を進めてきた東海環状自動車道西回り区間に、中日本高速道路（株）

が新たに事業主体に加わって、有料道路事業が導入されることが６月に発表された。ま

た、同時に、ぎふ清流国体前の開通に向け整備を進めてきた養老ＪＣＴ～大垣西ＩＣ間

の、平成２４年９月までの開通と、平成３２年度末までに西回り区間を全線開通する方

針も公表された。 
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Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり 

 

 現役世代の減少に対応するために  

 人口減尐時代においては、単に総人口が減尐していくだけでなく、地域内で働き、活動

を支える現役世代人口の割合も低下していく。このことは産業の成長力を維持することを

困難にするだけでなく、地域のコミュニティ活動、祭り、文化等も衰退していくことが問

題視されている。 

 減尐していく労働人口や地域の担い手への対応として、若者や女性の積極的な就業･社会

参加を促し、高齢者や障がい者などの生き生きとした活躍を促進するため、就労と人材育

成が一体となった雇用創出事業や、中小企業の人材確保力の向上等に取り組んだ。 

 

 

【若者の雇用・社会参加】 

○若年失業者などの就職支援を行うため、キャリアカウンセリングや各種セミナー等によ

る支援を実施した結果、岐阜県人材チャレンジセンター新規利用者の就業決定率は７１．

９％（前年比＋６．３ポイント）と増加しており、個々の事情に応じたきめ細やかな就

業支援の成果が見られた。 

○学卒未就職者を対象に、基礎実習や岐阜県内の事業所での就業実習など、キャリア形成

につながる機会を提供し、実習後の正規雇用促進を図った。事業参加者１１２人のうち

８７人（７８％）が県内の事業所に雇用された。（うち正規雇用５０人（４５％）） 

 

【女性の雇用・社会参加】 

○平成２２年国勢調査における１５歳以上の女性の労働力率は５０．８％（平成１７年調

査比－０．５ポイント）であるが、結婚・出産期の３０代女性の労働力率は、未婚者や

働く子育て女性の増加を背景に上昇している。 

○県内企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組みのレベルアップを図るため、「岐

阜県子育て支援企業登録制度」の登録企業（１，５７１企業 （前年比＋２１企業））

の中から、他社の模範となる優良でオリジナルな取組みを行う企業を認定する「岐阜

県子育て支援エクセレント企業」制度を新設し、８社の認定を行った。 

○平成２２年度に岐阜市で開催された「ＡＰＥＣ女性起業家サミット」を契機として設立

した「ぎふ女性経営者懇談会」において、県内の女性経営者等３５人の委員が、女性の

活躍や能力活用、リーダー育成に必要な支援策について議論し、「女性がさらに活躍で

きる『ぎふ』を目指して」と題した提言を示した。 

 

【高齢者の雇用・社会参加】 

○平成２２年国勢調査における６５歳以上の労働力率は高齢者が増加したことにより２３．

１％（平成１７年調査比－０．７ポイント）に低下したものの、労働力人口は１１３，

３４０人（同比＋８，５４１人）に増加している。引き続き働く意欲のある高齢者の就

業機会の創出や就業情報の提供などの支援を進める必要がある。 
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○地域の特産物の栽培に必要な主要管理技術について、作物の１シーズンを通し座学と体

験学習により学ぶ研修を、定年退職者等を対象とし県内５地域で開催したところ、１０

２人の受講者があり、高年齢期における就農の機会を創出した。 

 

【障がい者の雇用・社会参加】 

○特別支援学校高等部の卒業生が３４２人（前年比＋３３人）と増加する中、全国平均

（２４．３％）を上回るものの、一般企業等への就職率は３２．７％（前年比－１．

８ポイント）に低下した。 

○障がい者の法定雇用率未達成企業等を対象とした雇用促進セミナーの参加企業が２１

社（前年比－５３社）に減尐する一方で、作業学習や就労の場を提供する「働きたい

！応援団ぎふ」登録企業は、１５５社（前年比＋７５社）と増加しており、企業に対

する障がい者就労の普及啓発と、障がい児の就労支援を並行して進める必要がある。 

○岐阜大学と県教育委員会が、岐阜大学の農業施設を活用した体験学習や、特別支援学校

の生徒・教員に対する農業技術指導など、農作業を通して、障がいのある生徒の自立と

社会参加を支援するための覚書を１１月に締結した。 

 

【外国籍県民の雇用・社会参加】 

○外国籍県民の暮らしやすさを向上させるため、外国語に対応できる在住外国人行政相談

員を振興局等に９人、（財）岐阜県国際交流センターに４人配置したほか、窓口に来られ

ない外国人が電話で気軽に相談できるよう、通訳を介して三者通話が出来る「トリオフ

ォン」を３箇所に設置した。 

○日本語指導の必要な生徒数が９１３人と年々増加する中（前年比＋７１人）、外国人児

童生徒の日本語習得、教科学習の理解、日本の生活への不安解消のため、外国人児童生

徒適応指導員を配置した（配置校３１校 適応指導員７人）。 

 

 

 



 - 15 - 

Ⅳ 美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり 

 

 清流を守り、次世代へ伝えるために  

 地球温暖化の進展や環境、省エネルギーへの意識が高まるなかで、地球環境や岐阜県の

誇る豊かな自然を守っていく必要がある。全国植樹祭、全国豊かな海づくり大会の開催を

契機として、森･川・海が一体となった県民協働による環境保全を推進しており、清流を守

り、活かし、伝える取組みである「清流の国ぎふづくり」を進めた。 

 

 

【清流の国ぎふづくり】 

○平成２２年度の「第３０回全国豊かな海づくり大会～ぎふ長良川大会～」の開催を契機

とした清流保全の気運の高まりを受け、平成２３年度から新たに毎年７月を「清流月間」

に制定した。 同月間中、「清流の国ぎふづくり県民大会」をはじめとして、行政や環境

保全団体が、清掃活動や体験教室、講演会など清流に関する活動を県内各地で展開した。 

○５月に「全国植樹祭５周年記念大会」を開催した。この大会において、これまでの自立

した林業を目指す「生きた森林づくり」と併せて、新たに「環境」を重視し、森林を守

って、活かす「恵みの森林づくり」へ取り組むことを発信した。 

○森・川・海のつながりの中で環境保全に取り組み、清流の国ぎふづくりを本格的に推進

していくため、平成２４年度からの「清流の国ぎふ森林・環境税」導入を正式決定した。 

○青尐年に対し、森林だけでなく水の学習を取り入れた「緑と水の子ども会議」を県内の

小・中学校、高等学校、特別支援学校６３校で実施するとともに、「木育教室」を県内の

保育園、幼稚園等２１施設でのべ３６回開催した。 

○本県の恵まれた自然環境を将来にわたって守り、活かし、伝えられるよう、次代を担う

子どもたちに川への関心を高めてもらうことを目的として、川を題材とした「総合的な

学習の時間」に取り組む小中学校５３校に対し、講師派遣や教材提供等の支援を実施し

た。 

○地域で連携して川の状況調査、家庭の生活排水削減に取り組む「ぎふ清流調査隊」参

加者は、新たに１団体が参加したことにより、３４４人（前年比＋２８人）となった。 

 

【自然環境保全・循環型社会づくり】 

○地球温暖化対策のさらなる推進のため、岐阜県の温室効果ガス排出量削減の長期目標・

中期目標及び中期目標達成に向けた取組みを定めた「岐阜県地球温暖化対策実行計画」

を６月に策定した。 

○家庭ごみの減量化を一層推進するため、平成２１、２２年度に構築したごみ減量化モデ

ル事例（生ごみ減量等）の県民向け講習会を１１市町村で実施するとともに、「家庭ご

み減量化推進県民大会」を開催した。 

○川や海の水環境を改善するために、家庭等から排出されるし尿や生活雑排水等の汚水

を浄化処理する汚水処理施設（公共下水道、農業集落排水、合併処理浄化槽）の整備

を促進した。それにより、汚水処理人口普及率は８８．７％（前年比＋１．０ポイン
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ト）と高くなってきている。 

○新エネルギーの導入や省エネルギーに対する意識の高まり、新エネルギー導入支援策の

充実を背景に、県内の家庭用太陽光発電設備数は２２，４５３件（前年比＋５，７５４

件）に増加したほか、岐阜県産業経済振興センターの省エネルギーアドバイザー等によ

る省エネルギー診断を受けた企業は２６社（前年比＋７社）に上った。 

○東海３県初の県営事業として、中津川市において農業用水を活用した小水力発電施設の

整備に着手した。また、地域への普及啓発モデルとして、市町村等が行う簡易な小水力

発電施設８箇所の設置を支援した。 
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Ⅴ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり 

 

 少子化に対応するために  

 尐子化に歯止めをかけ、出生率向上につなげるために、子育てタクシーの導入や祖父母

による孫育てへの支援など、子どもを生み育てやすい環境づくりに力を入れた。 

 地域の担い手の減少に対応するために  

 地域の担い手が減尐する中で、未来を担う若者が地域にとどまり、地域づくりに取り組

んでもらえるよう、ふるさとへの愛情と誇りを持てる人づくりを進めた。 

 地域の絆を再生するために  

 小家族化が進行し、人と人、人と地域のつながりの希薄化が危惧される中で、地域の絆

を再生し、地域全体で地域を支える仕組みづくりに取り組んだ。 

 

 

【子どもを生み育てやすい地域づくり】 

○結婚を考えながらも出会いの機会が尐ない独身男女に出会いの場を提供するため、企

業・団体を介して従業員に出会いの場を提供する「ぎふ婚活サポートプロジェクト（通

称：コンサポぎふ）」を開始し、出会いの場となるイベントを１０回開催した。 

○ぎふっこカードを持つ子育て家庭が特典等を受けられる「岐阜県子育て家庭応援キャン

ペーン」参加店舗は、３，０２９店（前年比－１０５店）と減尐したが、子育て知識を

学んだドライバーが、保護者の代わりに保育所への送迎等を行う「子育てタクシー｣につ

いて、１６事業者への導入を支援し、子育て支援サービスの拡充を図った。 

○祖父母に子育てのより良いサポーターとなってもらうため、世代間ギャップ解消のノウ

ハウや、現在主流の育児方法等を紹介した「孫育てガイドブック」を発行するとともに、

「孫育て講座」のテキストにも活用し、祖父母世代の孫育てや地域での子育て支援への

積極的な関わりを促進した。 

 

【地域の絆を支える人材の育成】 

○見守りネットワークやふれあいサロン活動、住民参加の配食サービスなど地域での支え

合い活動の一層の促進のため、活動実践者の発表等を内容とした研修会を県社会福祉協

議会と協力して開催し、活動実践者や、市町村職員など約２００人が参加した。 

○中学生を対象とした起業家体験、小学生を対象としたものづくり体験講座等を通じて、

早い段階からの職業意識、職業観の醸成を図った。（起業家体験講座：１０４人、仕事

の連携講座２８人、モノづくり体験講座：４０人） 

 

【地域の絆を支える体制づくり】 

○高齢者虐待、若者の引きこもりなど、地域での孤立や孤独から生じる問題に対応するた

め、地域の絆の再生や住民同士が支え合う仕組みづくりを検討する「絆再生による安全・

安心な地域づくり懇談会」を県内５圏域で開催した。 
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○地域の絆づくりに向けた施策を推進するため、自治会関係者や民生委員、ＮＰＯ法人、

地域住民などを対象にアンケート調査を実施し、地域コミュニティの現状や抱えている

課題・問題を把握した。 

○一人暮らし高齢者や障がい者等の社会的孤立の実態を分析し、その解消・防止に向けた

課題を把握するため、県内４大学と共同でフィールドワーク（実地調査）に基づく調査

研究を実施した。 

 

【将来の夢や目標の持てる子どもの育成】 

○確かな学力を育てるため、習熟度別尐人数指導などの基礎学力定着のための研究を県内

各地域８小学校、６中学校で行った。 

○小学校１・２年生で行っていた尐人数学級編制（３５人以下）を中学１年生にまで拡充

するとともに、小学校の算数や中学校の数学及び英語の尐人数指導（２５人以下）を実

施し、個に応じたよりきめ細やかな教育を推進した。 

○学校、家庭、地域が協力して子どもの道徳性を育む活動が推進されるよう、道徳教育

振興会議を組織し、「１家庭１ボランティア」運動の啓発や特色ある実践の普及等に取

り組んだ。 

○教員の資質と指導力の向上を図るため、個々の教員の課題や学校のニーズに応じた講座

を開設するとともに、校内研修への支援を充実し、岐阜県教育推進者として必要な資質・

能力を育成するための研修講座を実施した。 

 

【健康づくりの推進】 

○生涯を通じた健康づくりに取り組むため、指導者養成や運営支援を行い、地域スポーツ

の拠点となる総合型地域スポーツクラブは、７１クラブ（前年比＋４クラブ）と微増し

た。今後も未設置市町村を中心に、クラブ運営指導者の掘り起し等を行う。 

○公立小学校の体力・運動能力調査結果において、全国平均を上回る種目の割合は３１．

３％（前年比＋１．３ポイント）と微増したものの、平成２１年度の４８．０％を下回

っているほか、ホームページ上で、学校のクラスやグループ単位の取組みを競う「チャ

レンジスポーツｉｎぎふ」の小学校参加率も３０．９％（前年比＋１．４ポイント）と

大きくは伸びておらず、子どもの体力向上の取組みを強化する必要がある。 

 

【ふるさとへの誇りと愛情の育成】 

○美術館でより多くの作品を鑑賞できるように、展示室や収蔵庫の増築などの改修工事を

実施し、１月にリニューアルオープンした。 

○県内全市町村において、「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」の開催気運を盛り上げ、全国

から訪れるたくさんの人々を温かくお迎えし、思い出に残る大会とするための「ミナモ

運動」の取組みを展開し、地域の一体感を醸成した。 

○１０月に開催された山口国体（第６６回国民体育大会）では、天皇杯４位・皇后杯３位

と、昭和４０年の岐阜国体以来、天皇杯は最高タイ、皇后杯は最高の成績を収めた。 

また、山口大会（第１１回全国障害者スポーツ大会）でも、過去最高の金メダル３３個

を含む６７個のメダルを獲得した。 


